
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

札幌聾学校小学部第５学年国語科の授業の様子 





は じ め に

平成２６年１月２０日、障害者の権利に関する条約が閣議決定を経て批准され

ました。批准に向けた法整備の中、平成２５年９月１日に学校教育法施行令の一

部を改正する政令が施行されました。本政令改正により、就学基準に該当する障

がいのある児童生徒等について、特別支援学校への就学を原則とし、例外的に認

定就学者として小・中学校へ就学することを可能としていた規定が改められ、市

町村の教育委員会が、個々の児童生徒等の障がいの状態等を踏まえた総合的な観

点から就学先を決定する仕組みとなりました。また、文部科学省は「障害のある

児童生徒等に対する早期からの一貫した支援について（２５文科初第７５６号）」

を通知し、障がいのある児童生徒が、その年齢及び能力に応じ、かつ、その特性

を踏まえた十分な教育を行えるよう施策を講じる必要があること等を示しまし

た。今後、特別支援学校においても、これまで以上に一人一人の教育的ニーズに

応じた教育が求められることになります。

このような状況を踏まえ、北海道教育委員会では「特別支援教育に関する基本

方針（改定版）」で示したとおり、「聴覚障害のある幼児児童生徒一人一人の教育

的ニーズに応じて、言語の習得やコミュニケーションに配慮し、考える力や豊か

な人間性を身に付けることができるよう聾学校の指導の充実を図る」ことがます

ます重要になってきていると捉えております。特に、近年の社会の変化や手話に

よる指導に対するニーズの高まりを踏まえ、日本手話による教育を必要としてい

る幼児児童生徒への指導の充実を図るため、これまでも手話の活用能力向上に関

する教職員研修や手話を効果的に活用した指導に係る実践研究等を推進し、幼児

児童生徒が主体的に授業に参加し、積極的に伝え合う中で指導の効果を高めるこ

とができるよう取組を進めてまいりました。

このような取組が進む一方で、学習指導要領に示している目標を達成し、個々

の教育的ニーズに応じた教育を充実させるためには、日本手話を活用した指導を

行う際に重要となる考え方や、授業における効果的な日本手話の活用方法等につ

いて整理が必要であるなど、学習指導上の新たな課題が明らかになってきまし

た。

これらを踏まえ、北海道教育委員会では、先生方が指導計画等を作成する際の

手引きとして活用いただくため、本指導資料を発行することといたしました。今

後、各聾学校において、日本手話を活用した指導を行う際に積極的に活用いただ

き、より一層の指導の充実を図っていただければと思います。

なお、本指導資料を作成するに当たりまして、多くの御示唆、御助言をいただ

いた関係者の皆様に感謝を申し上げます。

平成２６年３月

北海道教育庁学校教育局特別支援教育課長 佐 藤 和 彦
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指導資料の作成に当たって
北海道札幌聾学校では、平成１９年から日本手話クラスによる学習グループを編制した指導

を開始しました。
公立学校の教育において、日本手話の活用を明確に位置付けた本道の取組は、全国でも先駆

的なものとなります。その教育活動に当たっては、学習指導要領等の関係する法規法令に則る
ことはもとより、近年の特別支援教育に係る国内外の動向や、聴覚障害教育に求められている
多様なコミュニケーション手段の活用に関する考え方等を踏まえつつ、根拠をもって取り組ん
でいくことが必要です。
本指導資料は、これらのことを踏まえ、公立の特別支援学校における教育目標を達成するた

めに必要な事柄について、次のような構成で整理し、聴覚障害者である児童生徒に対する教育
を行う特別支援学校（以下「聾学校」という）における教育の向上を目指して作成しています。

第１章 日本手話を活用するための基本的な考え方
聾学校においては、多様な教育的ニーズに対応することが求められています。近年の

特別支援教育に係る動向を踏まえ、特別支援教育に係る障がい観の変化や、手話の活用
に関わって特別支援教育に求められていることについて理解する必要があります。
本章では、日本手話を活用するに当たって必要となる事柄を、次のように整理しました。

・障害者の権利に関する条約の批准に向けた国内の教育動向
・円滑なコミュニケーションの必要性
・独立行政法人国立特別支援教育総合研究所における日本手話の押さえ

第２章 日本手話を活用した効果的な指導例
本章では、札幌聾学校の具体的な取組について紹介しています。ここでは、小学部第

５学年国語科の指導を例にあげて、指導計画作成例から評価規準の考え方、「大造じい
さんとガン」における指導案を示しました。これらの考え方は、他の学部、学年、教科
等においても共通するものです。

第３章 聾学校の教育課程に関する考え方
聾学校における教育は、学習指導要領等関係する法規法令等を踏まえて指導を進める

必要があります。本章では、特別支援教育において大切となる考え方について整理しま
した。聾学校教員は、以下の基本的事項を踏まえて指導に当たることが必要です。
・教育目標
・教育課程の編成に係る一般方針
・内容等の取扱い
・各教科等における言語活動の充実
・自立活動の指導の基本的な考え方

第４章 まとめ
第１章から第３章までの考え方について整理し、成果と課題をまとめました。

各聾学校においては、本指導資料を活用し、聾学校の指導を行う上で必要となる基本的事項
を踏まえ、日本手話を活用した指導をより一層充実させるとともに、特別支援学校の教育目標
を達成に向けた指導に活用していただきたいと考えています。

※ 本指導資料における「障害」の表記については、法令等の抜粋及び固有名詞等で「障害」と表記されている場合は「障害」

と表し、その他一般的な意味で表記する場合は「障がい」と表しています。

※ 本指導資料では、聴覚障害者である児童生徒に対する教育を行う特別支援学校については「聾学校」と表記していますが、

学習指導要領など法令等の抜粋や転記部分については「特別支援学校」と表記しています。

本指導資料で使用しているインデックスについて

＊準ずる教育とは

第３章第５節

自立活動の指導の基本的な

考え方

(P 61 )

巻末資料１

「基礎的環境整備」

及び「合理的配慮」

本文中の言葉の意味

等を解説しています。

関連する資料を巻末に

掲載しています。

関連する本指導資料中の別

の章・節を紹介しています。

ポイントとなる指導内容

等について説明しています。



日本手話を効果的に活用した指導を行うために

本指導資料第２章には、日本手話を活用した効果的な指導の例を学習指導案として掲載しました。本

頁は、指導案と記載内容との関連について示していますので、ご自身の課題に応じて、必要な章節から

お読みください。

【聾学校の教育課程に関する考え方】

聾学校における教育は、小・中学校の教育に準ずる教育

を施すことが必要であると法令に定められています。国語

科の各単元もこのような考え方に基づき設定されています。

本章本節では、特別支援学校における教育目標や教育課程

等について、踏まえておくべき内容について示しました。

【聾学校の教育課程に関する考え方】

単元の目標は、小・中学校に準じたものである必要があ

ります。

【日本手話を活用するための基本的な考え方】

日本手話を効果的に活用した授業を行うためには、子ど

も一人一人の実態はもとより、学級全体の実態を踏まえて

おくことが大切です。本章本節では、指導者が子どもや学

級の実態を把握するに当たって大切になる、ＩＣＦの考え

方や円滑なコミュニケーションの必要性について述べました。

【日本手話を活用した効果的な指導例】

事前に検討した評価規準を基に評価を実施し、結果を授

業改善に役立てることが大切です。また、学級全体の評価

だけではなく、幼児児童生徒一人一人の目標の達成状況を

的確に把握することが大切です。



【日本手話を活用するための基本的な考え方】

【日本手話を活用した効果的な指導例】

日本手話を活用した指導を充実させるためには、日本

手話の特徴を正しく踏まえ、事前に毎時間の授業内容を

理解がより促されるよう工夫したり、留意点を整理した

りしておく必要があります。

授業は、幼児児童生徒の主体的な「参加」に基づいた

ものであることが重要です。

【日本手話を活用した効果的な指導例】

本時の目標は、教科等の目標を達成するために必要な

項目のほか、書き言葉の習得に係る目標設定を行うこと

が大切です。

【日本手話を活用するための基本的な考え方】

【聾学校の教育課程に関する考え方】

日本手話で活発に伝え合う場面と、理解した内容を

書き言葉で表す場面など、目的に応じた授業展開に努

めることが大切です。

【聾学校の教育課程に関する考え方】

幼児児童生徒の実態は、教科等に関わる実態に、自立

活動の視点も加えて捉えることが大切です。
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